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○海上運送法（昭和二十四年法律第百八十七号）（抄） 

 

第六章 先進船舶の導入等の促進 

 

（先進船舶導入等計画） 

第三十九条の十一 船舶運航事業者等は、国土交通省令で定めるところにより、単独で又は共同で、先進船舶

の導入等についての計画（以下「先進船舶導入等計画」という。）を作成して、国土交通大臣の認定を申請

することができる。 

２ 先進船舶導入等計画には、次に掲げる事項を記載しなければならない。 

一 先進船舶の導入等の目標 

二 研究開発、製造又は導入を行おうとする先進船舶の概要その他の先進船舶の導入等の内容（当該先進船

舶が液化天然ガス等燃料船（船員法第百十七条の三第一項に規定する液化天然ガス等燃料船をいう。第三

十九条の十五において同じ。）に該当する場合にあつては、その旨を含む。） 

三 計画期間 

四 先進船舶の導入等の実施に必要な資金の額及びその調達方法 

五 前各号に掲げるもののほか、国土交通省令で定める事項 

３ （略） 

４ 国土交通大臣は、第一項の規定による認定の申請があつた場合において、その先進船舶導入等計画が次の

各号のいずれにも適合するものであると認めるときは、その認定をするものとする。 

一 先進船舶導入等促進基本方針に適合するものであること。 

二 確実かつ効果的に実施されると見込まれるものであること。 

三 臨時船舶建造調整法（昭和二十八年法律第百四十九号）第二条の許可又は同法第四条第一項の承認を要

するものにあつては、第二項第二号に掲げる先進船舶の導入等の内容として先進船舶の製造が記載された

ものであつて、当該製造の内容が同法第三条第一項第一号に掲げる基準に適合し、かつ、当該製造を実施

する者が同項第二号に掲げる基準に適合するものであること。 

四 先進船舶導入等計画に前項に規定する事項が記載されている場合には、船舶職員及び小型船舶操縦者法

第二十条第一項又は第二十三条の三十二第一項の許可を要するものにあつては、当該先進船舶が同法第十

八条第一項に規定する乗組み基準又は同法第二十三条の三十一第一項に規定する乗船基準によらなくて

も航行の安全を確保することができると認められるものであること。 

５～７ （略） 

 

第七章 特定船舶の導入の促進 

 

（特定船舶導入促進基本方針） 

第三十九条の十九 国土交通大臣及び財務大臣（財務大臣にあつては、次項第五号に掲げる事項に限る。）は、
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特定船舶（環境への負荷の低減、航行の安全の確保並びに航海及び荷役作業の省力化に資する構造、装置又

は性能を有する船舶（造船法（昭和二十五年法律第百二十九号）第十一条第一項の事業基盤強化計画の認定

を受けた同法第十条第二項に規定する造船等事業者（次条第一項及び第三十九条の三十五において「認定事

業基盤強化事業者」という。）が製造するものに限る。）であつて国土交通省令で定めるものをいう。以下

同じ。）の導入の促進に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るための基本的な方針（以下「特定船舶

導入促進基本方針」という。）を定めるものとする。 

２ 特定船舶導入促進基本方針は、次に掲げる事項について定めるものとする。 

一 特定船舶の導入の促進の意義及び目標に関する事項 

二 特定船舶の導入の促進のために政府が実施すべき施策に関する基本的な方針 

三 船舶運航事業者等（特定船舶の導入を行おうとする船舶運航事業者その他の者をいう。次条及び第三十

九条の二十一において同じ。）が講ずべき措置に関する基本的な事項 

四 次条第一項に規定する特定船舶導入計画の同条第四項の認定に関する基本的な事項 

五 特定船舶の導入を行うために必要な資金の調達の円滑化に関して株式会社日本政策金融公庫（以下「公

庫」という。）及び第三十九条の二十五第四項第三号ロに規定する指定金融機関が果たすべき役割に関す

る事項 

六 前各号に掲げるもののほか、特定船舶の導入の促進のために必要な事項 

３ 国土交通大臣及び財務大臣は、情勢の推移により必要が生じたときは、特定船舶導入促進基本方針を変更

するものとする。 

４ 国土交通大臣及び財務大臣は、特定船舶導入促進基本方針を定め、又はこれを変更したときは、遅滞なく、

これを公表するものとする。 

 

（特定船舶導入計画） 

第三十九条の二十 船舶運航事業者等及び当該船舶運航事業者等が導入する特定船舶を製造する認定事業基

盤強化事業者は、国土交通省令で定めるところにより、共同で、特定船舶の導入についての計画（以下この

条から第三十九条の二十二までにおいて「特定船舶導入計画」という。）を作成して、国土交通大臣の認定

を申請することができる。 

２ 特定船舶導入計画には、次に掲げる事項を記載しなければならない。 

一 特定船舶の導入の目標 

二 導入を行おうとする特定船舶の概要その他の特定船舶の導入の内容 

三 計画期間 

四 特定船舶の導入の実施に必要な資金の額及びその調達方法 

五 前各号に掲げるもののほか、国土交通省令で定める事項 

３ 特定船舶導入計画には、前項各号に掲げる事項のほか、第三十九条の十一第二項第二号及び第五号に掲げ

る事項を記載することができる。 

４ 国土交通大臣は、第一項の規定による認定の申請があつた場合において、その特定船舶導入計画が次の各
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号のいずれにも適合するものであると認めるときは、その認定をするものとする。 

一 特定船舶導入促進基本方針に適合するものであること。 

二 円滑かつ確実に実施されると見込まれるものであること。 

三 当該特定船舶の導入が、我が国海運の健全な発展に支障を及ぼすおそれのないこと。 

四 特定船舶導入計画に前項に規定する事項が記載されている場合には、その内容が第三十九条の十一第四

項各号のいずれにも適合するものであること。 

５ 前項の認定を受けた船舶運航事業者等（以下この章において「認定船舶運航事業者等」という。）は、当

該認定に係る特定船舶導入計画を変更しようとするときは、国土交通省令で定めるところにより、国土交通

大臣の認定を受けなければならない。 

６ 第四項の規定は、前項の認定について準用する。 

７ 前各項に定めるもののほか、第四項の認定及び第五項の規定による変更の認定に関し必要な事項は、国土

交通省令で定める。 

 

（先進船舶導入等計画の認定の特例） 

第三十九条の二十一 船舶運航事業者等が、その特定船舶導入計画（前条第三項に規定する事項が記載されて

いるものに限る。）について同条第四項の認定（同条第五項の規定による変更の認定を含む。）を受けたと

きは、当該船舶運航事業者等に対する第三十九条の十一第四項の認定があつたものとみなす。 

 

（認定の取消し） 

第三十九条の二十二 国土交通大臣は、第三十九条の二十第四項の認定を受けた特定船舶導入計画（同条第五

項の規定による変更の認定があつたときは、当該変更後のもの。以下「認定特定船舶導入計画」という。）

が同条第四項各号のいずれかに適合しなくなつたと認めるとき、又は認定船舶運航事業者等が認定特定船舶

導入計画に従つて特定船舶の導入を行つていないと認めるときは、その認定を取り消すことができる。 

 

（公庫の行う導入促進円滑化業務） 

第三十九条の二十三 公庫は、株式会社日本政策金融公庫法（平成十九年法律第五十七号）第一条及び第十一

条の規定にかかわらず、第三十九条の二十五第四項第三号ロに規定する指定金融機関に対し、認定船舶運航

事業者等が認定特定船舶導入計画に従つて特定船舶の導入を行うために必要な資金の貸付けに必要な資金

を貸し付ける業務及びこれに附帯する業務（次条、第三十九条の二十八第一項及び第三十九条の三十四にお

いて「導入促進円滑化業務」という。）を行うことができる。 

 

（導入促進円滑化業務の実施に関する方針） 

第三十九条の二十四 公庫は、特定船舶導入促進基本方針に即して、国土交通省令・財務省令で定めるところ

により、導入促進円滑化業務の実施方法及び実施条件その他の導入促進円滑化業務の実施に必要な事項に関

する方針（以下この条及び次条において「実施方針」という。）を定めなければならない。 
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２ 公庫は、実施方針を定めるときは、あらかじめ、国土交通大臣及び財務大臣の認可を受けなければならな

い。これを変更するときも、同様とする。 

３ 公庫は、前項の認可を受けたときは、遅滞なく、実施方針を公表しなければならない。 

４ 公庫は、実施方針に従つて導入促進円滑化業務を行わなければならない。 

 

（指定金融機関の指定） 

第三十九条の二十五 国土交通大臣及び財務大臣は、国土交通省令・財務省令で定めるところにより、認定船

舶運航事業者等が認定特定船舶導入計画に従つて特定船舶の導入を行うために必要な資金を貸し付ける業

務のうち、当該貸付けに必要な資金について公庫から貸付けを受けて行おうとするもの（以下「導入促進業

務」という。）に関し、次の各号のいずれにも適合すると認められる者を、その申請により、導入促進業務

を行う者として指定することができる。 

一 銀行その他の政令で定める金融機関であること。 

二 次項に規定する業務規程が、法令並びに特定船舶導入促進基本方針及び実施方針に適合し、かつ、導入

促進業務を適正かつ確実に実施するために十分なものであること。 

三 人的構成に照らして、導入促進業務を適正かつ確実に実施することができる知識及び経験を有している

こと。 

２ 前項の規定による指定（以下「指定」という。）を受けようとする者は、国土交通省令・財務省令で定め

るところにより、特定船舶導入促進基本方針及び実施方針に即して導入促進業務に関する規程（次項及び第

三十九条の二十七において「業務規程」という。）を定め、これを指定申請書に添えて、国土交通大臣及び

財務大臣に提出しなければならない。 

３ 業務規程には、導入促進業務の実施体制及び実施方法に関する事項その他の国土交通省令・財務省令で定

める事項を定めなければならない。 

４ 次の各号のいずれかに該当する者は、指定を受けることができない。 

一 この法律、銀行法（昭和五十六年法律第五十九号）その他の政令で定める法律若しくはこれらの法律に

基づく命令又はこれらに基づく処分に違反し、罰金以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を

受けることがなくなつた日から起算して五年を経過しない者 

二 第三十九条の三十二第一項又は第二項の規定により指定を取り消され、その取消しの日から起算して五

年を経過しない者 

三 法人であつて、その業務を行う役員のうちに、次のいずれかに該当する者があるもの 

イ 心身の故障のため職務を適正に執行することができない者として国土交通省令・財務省令で定める者

又は破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者 

ロ 指定を受けた者（以下「指定金融機関」という。）が第三十九条の三十二第一項又は第二項の規定に

より指定を取り消された場合において、当該指定の取消しに係る聴聞の期日及び場所の公示の日前六十

日以内にその指定金融機関の役員であつた者で当該指定の取消しの日から起算して五年を経過しない

もの 
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（指定の公示等） 

第三十九条の二十六 国土交通大臣及び財務大臣は、指定をしたときは、当該指定に係る指定金融機関の商号

又は名称、住所及び導入促進業務を行う営業所又は事務所の所在地を公示するものとする。 

２ 指定金融機関は、その商号若しくは名称、住所又は導入促進業務を行う営業所若しくは事務所の所在地を

変更するときは、あらかじめ、その旨を国土交通大臣及び財務大臣に届け出なければならない。 

３ 国土交通大臣及び財務大臣は、前項の規定による届出があつたときは、その旨を公示するものとする。 

 

（業務規程の変更の認可等） 

第三十九条の二十七 指定金融機関は、業務規程を変更するときは、あらかじめ、国土交通大臣及び財務大臣

の認可を受けなければならない。 

２ 国土交通大臣及び財務大臣は、指定金融機関の業務規程が導入促進業務の適正かつ確実な実施上不適当と

なつたと認めるときは、その業務規程を変更すべきことを命ずることができる。 

 

（協定） 

第三十九条の二十八 公庫は、導入促進円滑化業務については、指定金融機関と次に掲げる事項をその内容に

含む協定を締結し、これに従いその業務を行うものとする。 

一 指定金融機関が行う導入促進業務に係る貸付けの条件の基準に関する事項 

二 指定金融機関は、その財務状況及び導入促進業務の実施状況に関する報告書を作成し、公庫に提出する

こと。 

三 前二号に掲げるもののほか、指定金融機関が行う導入促進業務及び公庫が行う導入促進円滑化業務の内

容及び実施方法その他の国土交通省令・財務省令で定める事項 

２ 公庫は、前項の協定を締結するときは、あらかじめ、国土交通大臣及び財務大臣の認可を受けなければな

らない。これを変更するときも、同様とする。 

 

（帳簿の記載） 

第三十九条の二十九 指定金融機関は、導入促進業務について、国土交通省令・財務省令で定めるところによ

り、帳簿を備え、国土交通省令・財務省令で定める事項を記載し、これを保存しなければならない。 

 

（監督命令） 

第三十九条の三十 国土交通大臣及び財務大臣は、この法律を施行するため必要があると認めるときは、指定

金融機関に対し、導入促進業務に関し監督上必要な命令をすることができる。 

 

（業務の休廃止） 

第三十九条の三十一 指定金融機関は、導入促進業務の全部又は一部を休止し、又は廃止するときは、国土交
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通省令・財務省令で定めるところにより、あらかじめ、その旨を国土交通大臣及び財務大臣に届け出なけれ

ばならない。 

２ 国土交通大臣及び財務大臣は、前項の規定による届出があつたときは、その旨を公示するものとする。 

３ 指定金融機関が導入促進業務の全部を廃止したときは、当該指定金融機関の指定は、その効力を失う。 

 

（指定の取消し等） 

第三十九条の三十二 国土交通大臣及び財務大臣は、指定金融機関が第三十九条の二十五第四項第一号又は第

三号に該当するに至つたときは、その指定を取り消すものとする。 

２ 国土交通大臣及び財務大臣は、指定金融機関が次の各号のいずれかに該当するときは、その指定を取り消

すことができる。 

一 導入促進業務を適正かつ確実に実施することができないと認められるとき。 

二 指定に関し不正の行為があつたとき。 

三 この法律又はこの法律に基づく命令若しくは処分に違反したとき。 

３ 国土交通大臣及び財務大臣は、前二項の規定により指定を取り消したときは、その旨を公示するものとす

る。 

 

（指定の取消し等に伴う業務の結了） 

第三十九条の三十三 指定金融機関について、第三十九条の三十一第三項の規定により指定がその効力を失つ

たとき、又は前条第一項若しくは第二項の規定により指定が取り消されたときは、当該指定金融機関であつ

た者又は当該指定金融機関の一般承継人は、当該指定金融機関が行つた導入促進業務の契約に基づく取引を

結了する目的の範囲内においては、なお指定金融機関とみなす。 

 

（株式会社日本政策金融公庫法の適用） 

第三十九条の三十四 導入促進円滑化業務が行われる場合における公庫の財務及び会計並びに主務大臣につ

いては、導入促進円滑化業務をエネルギー環境適合製品の開発及び製造を行う事業の促進に関する法律（平

成二十二年法律第三十八号）第六条に規定する特定事業促進円滑化業務とみなして、同法第十七条（同条の

表第十一条第一項第五号の項、第五十八条及び第五十九条第一項の項、第七十一条の項、第七十三条第一号

の項、第七十三条第三号の項、第七十三条第七号の項及び附則第四十七条第一項の項に係る部分を除く。）

の規定により読み替えられた株式会社日本政策金融公庫法の規定を適用する。この場合において、同表第六

十四条第一項の項中「経済産業大臣」とあるのは、「国土交通大臣」とする。 

２ 前項に規定するもののほか、導入促進円滑化業務が行われる場合における株式会社日本政策金融公庫法の

規定の適用については、次の表の上欄に掲げる同法の規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の下

欄に掲げる字句とする。この場合において、必要な技術的読替えは、政令で定める。 

第十一条第一項第五号 行う業務 行う業務（海上運送法（昭和二十四年法律第百八十七号）

第三十九条の二十三に規定する導入促進円滑化業務（以
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下「導入促進円滑化業務」という。）を除く。） 

第五十八条及び第五十

九条第一項 

この法律 この法律、海上運送法 

第七十一条 第五十九条第一項 海上運送法第三十九条の三十四第二項の規定により読み

替えて適用する第五十九条第一項 

第七十三条第一号 この法律 この法律（海上運送法第三十九条の三十四第二項の規定

により読み替えて適用する場合を含む。） 

第七十三条第三号 第十一条 第十一条及び海上運送法第三十九条の二十三 

第七十三条第七号 第五十八条第二項 海上運送法第三十九条の三十四第二項の規定により読み

替えて適用する第五十八条第二項 

附則第四十七条第一項 公庫の業務 公庫の業務（導入促進円滑化業務を除く。） 

 

（認定船舶運航事業者等に対する報告の徴収） 

第三十九条の三十五 国土交通大臣は、この章の規定の施行に必要な限度において、国土交通省令で定めると

ころにより、認定船舶運航事業者等及び当該認定船舶運航事業者等が導入する特定船舶を製造する認定事業

基盤強化事業者に対して、認定特定船舶導入計画の実施状況について報告をさせることができる。 

 

（指定金融機関に対する報告の徴収等） 

第三十九条の三十六 国土交通大臣及び財務大臣は、この法律の施行に必要な限度において、指定金融機関か

ら導入促進業務に関し報告をさせ、又はその職員に、指定金融機関の営業所若しくは事務所に立ち入り、帳

簿、書類その他の物件を検査させることができる。 

２ 前項の規定により立入検査をする職員は、その身分を示す証明書を携帯し、関係人に提示しなければなら

ない。 

３ 第一項の規定による立入検査の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解してはならない。 

 

第九章 雑則 

 

（外国人に対する適用除外） 

第四十二条 この法律の規定は、第二十四条、第二十五条、第二十八条から第二十九条の四まで、第三十条（第

三号に係るものを除く。）、第三十二条の二及び第七章（第三十九条の二十一を除く。）の規定（これらの

規定に係る罰則を含む。）を除き、外国人等が、海上運送事業を営む場合には、適用しない。 

２～４ （略） 

５ 外国人等に対する第三十九条の十九の規定の適用については、同条第二項第三号中「その他の者」とある

のは、「その他の者（日本の国籍を有する者又は日本の法令により設立された法人その他の団体と国土交通

省令で定める密接な関係を有する者に限る。）」とする。 
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第十章 罰則 

 

第五十二条 次の各号のいずれかに該当する場合には、当該違反行為をした者は、三十万円以下の罰金に処す

る。 

一・二 （略） 

三 第三十九条の二十九の規定に違反して、帳簿を備えず、帳簿に記載せず、若しくは帳簿に虚偽の記載を

し、又は帳簿を保存しなかつたとき。 

四 第三十九条の三十一第一項の規定による届出をしないで導入促進業務の全部若しくは一部を休止し、若

しくは廃止し、又は虚偽の届出をしたとき。 

五 第三十九条の三十五の規定による報告をせず、又は虚偽の報告をしたとき。 

六 第三十九条の三十六第一項の規定による報告をせず、若しくは虚偽の報告をし、又は同項の規定による

検査を拒み、妨げ、若しくは忌避したとき。 

 

第五十四条 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者がその法人又は人の業務に関

し、第四十六条から第五十二条までの違反行為をしたときは、行為者を罰するほか、その法人又は人に対し、

各本条の罰金刑を科する。 

 

第五十五条 第三十九条の二十四第二項又は第三十九条の二十八第二項の規定に違反して、国土交通大臣及び

財務大臣の認可を受けなかつた場合には、当該違反行為をした公庫の取締役又は執行役は、百万円以下の過

料に処する。 


